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　本報告書で紹介する事例は、決して特別な条件や事情によってのみ実現した

ものではありません。各地方自治体が地域の状況や課題に即して丁寧に検討を

重ね、関係者との対話と合意形成を経て取り組めば、いずれの地域でも実現可能

な取組です。本報告書が、全国の地方自治体職員の皆様が自らのまちの将来像

を描きながら、「うちの自治体でもできるかもしれない」という手応えをもって、

未来思考で学校施設の再生に取り組むきっかけとなることを願ってやみません。

老朽化への対応を、地域の多様な活動を支え、将来世代と共に歩む「地域の未来

を育む拠点」となる学校づくりのプロセスへと発展させていくこと、それこそが本

研究の目指す方向です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年３月

　　　　　　 研究代表者　深堀  直人（国立教育政策研究所文教施設研究センター長）
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